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平 成 ２７ 年 ２ 月 定 例 会

一 般 質 問 通 告 書 一 覧 （ ３月３日 ）

答弁を求める
質 問 者 名 質 問 項 目 及 び 質 問 の 要 旨

理 事 者

１ 学研高山地区第２工区について 知 事

今春執行される選挙において、新しい生駒市長が誕生す

ることになるが、あらためて、学研高山地区第２工区の開

発に係る知事の所見を伺いたい。

（３７番）

粒谷 友示 ２ 辻町ＩＣの整備について 知 事

(自由民主党

改革) 阪奈道路と国道１６８号が交差する道路交通上の主要な

結節点である辻町ＩＣのフルランプ化は、「経済の活性

化」や「くらしの向上」に大きく寄与するものであると考

えるが、設置に向けた知事の決意を伺いたい。

３ 避難所の土砂災害対策について 知 事

土砂災害の危険性がある避難所に対しては、堰堤を設置

するなどのハード対策により、早急に安全性を確保する必

要があると考えるが、その取組状況について伺いたい。

１ 災害対策について

（１）奈良県において過去発生した災害の多くは水害によるも 知 事

のであり、特に居住者の多い大和川流域の住宅地における

豪雨に対する浸水対策は重要と考えるが、今後どのように

（９番） 取り組んでいくのか。

小林 照代

(日本共産党) （２）災害時に地域防災の要となる避難所は、耐震性などの安 危機管理監

全性が不可欠と考えるが、避難所の現状とその見直しにつ

いてどのように考えているのか。

（３）自主防災組織が地域で活用されるためには、防災の勉強 危機管理監

と訓練を受けた防災士をはじめとした防災リーダーが必要

であり、その養成に取り組むべきと考えるがどうか。
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答弁を求める
質 問 者 名 質 問 項 目 及 び 質 問 の 要 旨

理 事 者

（９番） ２ 介護保険制度について 健康福祉部長

小林 照代

(日本共産党) （１）介護保険事業の第６期において、介護保険料はまた上昇

することになる一方、年金は下がるため、既に困窮してい

る高齢者の生活はますます苦しくなる。この状況に対応す

るために、県として独自のさらなる軽減措置が必要と考え

るがどうか。

（２）特別養護老人ホームの入所待機者については、いまなお

多数存在する状況にあるが、解消に向けてどのように取り

組んでいくのか。

（３）介護保険制度の見直しに伴い、要支援者へのサービスの

一部が市町村の実施する地域支援事業に移行されることと

なったが、市町村の体制は整っておらず、支援が必要と考

えるがどうか。

３ 地域医療構想について 医療政策部長

現在、策定に向け検討を進めている地域医療構想には、

地域の意見や実態を幅広く的確に反映すべきと考えるが、

県としてはどのように進めていくのか。

１ 「相撲発祥の地奈良県」について 知 事

「相撲発祥の地奈良県」の面目躍如となるようなスポー

ツ振興や地域振興に資する事業を、市町村や関係団体を巻

き込んで大いに推進してもらいたいと思うが、県としてど

（３０番） のように取り組むのか。

和田 恵治

(なら元気ク ２ なら食と農の魅力創造国際大学校について 知 事

ラブ)

（１）オーベルジュ棟の眼下に広がる田園地帯の景観づくりに

ついて、県はどのように取り組もうとしているのか。ま

た、景観環境づくりで、桜井市や地元農業者との連携はど

のように進んでいるのか。
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答弁を求める
質 問 者 名 質 問 項 目 及 び 質 問 の 要 旨

理 事 者

（３０番） （２）先般、桜井市と締結されたまちづくり連携協定の対象地

和田 恵治 区に、なら食と農の魅力創造国際大学校のオーベルジュを

(なら元気ク 核とした地域周辺を加えて、この地域における賑わいのあ

ラブ) るまちづくりの構想を、桜井市と連携して策定していく必

要があると考えるがどうか。

３ 県と市町村のまちづくりに関する連携協定について 知 事

まちづくり連携協定を締結する市町村との協働によるま

ちづくりプロジェクトの進め方や手法はどのようなものな

のか。また、その際の、市町村に対する県の支援策につい

て伺いたい。

４ 空き家対策について まちづくり推進

局 長

放置され適切に管理が出来ていない空き家への対策につ

いて、来年度以降、県ではどのような具体的な取組を進め

ていくのか。

５ 特別養護老人ホームの支援対策について 健康福祉部長

（１）特別養護老人ホーム等に勤務する介護職員に係る人件

費補助制度の創設について

平成２７年度から、さらに介護保険制度が財源の理由を

もって改悪されるなかで、高齢者対策を充実するために、

奈良県の独自措置として、思い切って、特別養護老人ホー

ム等に勤務する介護職員に係る人件費補助を講じる考えは

ないのか。

（２）特別養護老人ホームの改修整備に対する県単独補助制度

の創設について

新たな特別養護老人ホームの介護報酬制度において多床

室の報酬単価が低いなか、入所者や利用者の安全や快適な

環境を提供するため改修を行っている現場の実態を斟酌の

上、新規建設費用についてのみ補助金を支給するというこ

れまでの考え方を改めて、改修整備に対し、県単独補助制

度を創設する考えがないのか伺いたい。


